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資料１

平成３０年度ごみ排出量および目標達成状況について

１ 一般廃棄物処理基本計画

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第６条の規定に

基づき、平成２７年３月に、本審議会でのご意見も踏まえ、平成２７年度から３７年

度までを計画期間とする一般廃棄物の処理に関する計画を策定している。

本計画では、ごみ減量やリサイクル率について目標を掲げるとともに、その目標を

達成するための個別施策について記載しており、毎年度、事業評価シートによる現状

分析および評価を行いながら、事業の進捗状況を点検することとしている。

２ 本計画で掲げる各種目標に対する実績と評価

(1) 一人１日当たりのごみ排出量（公共系、民間施設搬入分を除く。）

【目 標】

一人１日当たりのごみ排出量（公共系、民間施設搬入分を除く。）

令和７年度までに、平成２５年度比で約１０％削減する。

（１，０８４グラム ⇒ 約９８０グラム）

【実 績】

H25 103,483 ｔ 3,534 ｔ 19,430 ｔ 126,447 ｔ 1,084 ｇ

H26 103,735 ｔ 3,554 ｔ 18,343 ｔ 125,632 ｔ 1,084 ｇ 1,084 ｇ

H27 101,961 ｔ 3,525 ｔ 17,365 ｔ 122,851 ｔ 1,057 ｇ 1,074 ｇ

H28 100,651 ｔ 3,230 ｔ 16,466 ｔ 5 ｔ 120,352 ｔ 1,045 ｇ 1,065 ｇ

H29 99,482 ｔ 3,790 ｔ 15,849 ｔ 15 ｔ 119,136 ｔ 1,043 ｇ 1,055 ｇ

H30 96,115 ｔ 3,933 ｔ 15,372 ｔ 16 ｔ 115,436 ｔ 1,019 ｇ 1,046 ｇ
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【評 価】

平成３０年度の家庭系、事業系の資源化物を含めたごみ排出量は、前年度比２４グ

ラム減の１，０１９グラムとなり、目標達成目安の範囲内で推移している。

引き続き、市民、事業所に対し資源化物も含めたごみの発生抑制の周知・啓発を継

続することとする。

(2) 一人１日当たりの家庭系ごみ排出量（資源化物、水銀含有ごみを除く。）

【目 標】

一人１日当たりの家庭系ごみ排出量（資源化物、水銀含有ごみを除く。）

令和７年度までに、平成２５年度比で約１０％削減する。

（５２７グラム ⇒ 約４８０グラム）

【実 績】

【評 価】

平成３０年度の資源化物および水銀含有ごみを除く家庭系ごみ排出量は、前年度比

４グラム減の５０５グラムで、目標達成目安の範囲内で推移している。

しかしながら、排出量減少幅は依然鈍化傾向にあることから、引き続き、３Ｒの周

知・啓発に努めるとともに、削減効果が大きい食品ロスの削減など、効果的な減量施

策を検討する必要がある。

H25 60,867 ｔ 591 ｔ 61,458 ｔ 527 ｇ

H26 60,827 ｔ 558 ｔ 61,385 ｔ 529 ｇ 529 ｇ

H27 59,624 ｔ 519 ｔ 60,143 ｔ 517 ｇ 524 ｇ

H28 58,460 ｔ 481 ｔ 58,941 ｔ 512 ｇ 520 ｇ

H29 57,601 ｔ 484 ｔ 58,085 ｔ 509 ｇ 515 ｇ

H30 56,583 ｔ 544 ｔ 57,127 ｔ 505 ｇ 511 ｇ
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(3) 事業系ごみ排出量（資源化物を除く。）

【目 標】

事業系ごみ排出量（資源化物を除く。）

令和７年度までに、平成２５年度比で約１０％削減する。

（４５，５５９トン ⇒ 約４１，０００トン）

【実 績】

【評 価】

平成３０年度の資源化物を除く事業系ごみ排出量は、前年度比２，２６６トン減の

４２，９２１トンとなり、目標達成可能な範囲内まで減少した。

平成２９年８月から、生ごみをメタンガス化する事業を開始した再生活用業者へ資

源化物として生ごみを搬入する事業所が増加したことや、総合環境センターへ事業ご

みを搬入する収集車の積載物を展開する検査の強化、継続的な事業所訪問指導等によ

り、事業系ごみの減量、分別が推進されたものと考えている。

引き続き、食品関連事業者等に対し再生活用業者の利用を呼びかけるとともに、事

業所訪問指導時の事業形態に応じたごみ減量、分別方法の周知を継続することとする。

H25 42,616 ｔ 2,943 ｔ 45,559 ｔ

H26 42,908 ｔ 2,996 ｔ 45,904 ｔ 45,904 ｔ

H27 42,337 ｔ 3,006 ｔ 45,343 ｔ 45,458 ｔ

H28 42,191 ｔ 2,749 ｔ 44,940 ｔ 45,012 ｔ

H29 41,881 ｔ 3,306 ｔ 45,187 ｔ 44,566 ｔ

H30 39,532 ｔ 3,389 ｔ 42,921 ｔ 44,120 ｔ
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(4) リサイクル率（民間施設搬入分を含む。）

【目 標】

リサイクル率（民間施設搬入分を含む。）

令和７年度までに、約３８％を達成する。

（３２．１％ ⇒ 約３８％）

【実 績】

【評 価】

平成３０年度のリサイクル率は、再生活用業者への生ごみ搬入量が大きく増加した

ため、前年度比１．７ポイント増の３０．９％となったものの、目標達成目安を下回

っている状況にある。

ペーパーレス化などによる古紙排出量の減少といった社会的要因もあるが、引き続

H25 32.1 ％

H26 30.0 ％ 30.0 ％

H27 30.8 ％ 30.7 ％

H28 28.9 ％ 31.4 ％

H29 29.2 ％ 32.1 ％

H30 30.9 ％ 32.9 ％

目標達成目安実績値
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き、家庭における古紙分別の徹底のほか、事業者に対しては、生ごみを再生利用する

再生活用事業の利用について啓発・指導を行っていく必要がある。


